








　労働者の個人情報については、労働者の個人情報の保護の一層の推進を図

ることを目的として、「労働者の個人情報保護に関する行動指針」が平成12年

12月に設けられました。その後「個人情報の保護に関する法律」が制定・施行

（平成15年5月制定、平成17年4月施行）され、現在は職業安定法に基づく指

針（平成11年労働省告示第141号、令和４年10月最終改正）の第５において、

求人者等は、その業務の目的の達成に必要な範囲内で、当該目的を明らかにし

て個人情報を収集することとし、原則として、人種、民族、社会的身分、門地、

本籍、出生地その他社会的差別の原因となるおそれのある事項や思想、信条及

び労働組合への加入状況に関する個人情報を収集してはならないとされてい

ます（42ページ参照）。また、同指針において個人情報の保護に関する法律の

遵守等についても定められています。

　労働者の雇用に直接関連するものとしては、労働基準法及び労働安全衛生

法において、使用者に備え付け・申請・届出が義務づけられている関係書類

がいろいろあります。以前は、本籍欄は町名・番地まで記載するようになっ

ていましたが、昭和50年（1975年）２月、労働省（現厚生労働省）労働基準

局長、婦人少年局長（現雇用環境・均等局）の連名通達により、次のような

取扱いをすることになりました。



・免許証 ・免許証 ・免許



・免許証 ・免許証 ・免許・免許証 ・免許証 ・免許








